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(57)【要約】
【課題】ガスバリア性とフレキシブル性に優れると共に
、特に高湿条件下での層間の密着性の低下および光学特
性の低下が抑制されたガスバリア性フィルムを提供する
ことを目的とする。
【解決手段】可撓性基材を少なくとも含む基材層、アン
ダーコート層、および、無機薄膜層をこの順に少なくと
も有するガスバリア性フィルムであって、該ガスバリア
性フィルムの２３℃、５０％ＲＨにおける水蒸気透過度
は、０．００１ｇ／ｍ２／ｄａｙ以下であり、該ガスバ
リア性フィルムの無機薄膜層側の最表面について、＃０
０００番のスチールウールを用い、荷重５０ｇｆ／ｃｍ
２、速度６０ｒｐｍ／ｍｉｎ、片道距離３ｃｍの条件で
スチールウール試験を行い測定される耐久回数Ｎが、式
（１）：
Ｎ≦２００　　　　　　　　　　　　　（１）
を満たす、ガスバリア性フィルム。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可撓性基材を少なくとも含む基材層、アンダーコート層、および、無機薄膜層をこの順
に少なくとも有するガスバリア性フィルムであって、
　該ガスバリア性フィルムの２３℃、５０％ＲＨにおける水蒸気透過度は、０．００１ｇ
／ｍ２／ｄａｙ以下であり、
　該ガスバリア性フィルムの無機薄膜層側の最表面について、＃００００番のスチールウ
ールを用い、荷重５０ｇｆ／ｃｍ２、速度６０ｒｐｍ／ｍｉｎ、片道距離３ｃｍの条件で
スチールウール試験を行い測定される耐久回数Ｎが、式（１）：
Ｎ≦２００　　　　　　　　　　　　　（１）
を満たす、ガスバリア性フィルム。
【請求項２】
　アンダーコート層は重合性官能基を有する光硬化性化合物の重合物を含有する、請求項
１に記載のガスバリア性フィルム。
【請求項３】
　ガスバリア性フィルムの一方の最表面と他方の最表面との間の動摩擦係数は０．５以下
である、請求項１または２に記載のガスバリア性フィルム。
【請求項４】
　アンダーコート層の赤外吸収スペクトルにおける１，０００～１，１００ｃｍ－１の範
囲の赤外吸収ピークの強度をＩａとし、１，７００～１，８００ｃｍ－１の範囲の赤外吸
収ピークの強度をＩｂとすると、ＩａおよびＩｂは式（２）：
０．０５≦Ｉｂ／Ｉａ≦１．０　　　　　（２）
を満たす、請求項１～３のいずれかに記載のガスバリア性フィルム。
【請求項５】
　無機薄膜層は、珪素原子、酸素原子および炭素原子を少なくとも含有する、請求項１～
４のいずれかに記載のガスバリア性フィルム。
【請求項６】
　無機薄膜層に含まれる珪素原子、酸素原子および炭素原子の合計数に対する炭素原子の
原子数比が、無機薄膜層の膜厚方向における９０％以上の領域において、連続的に変化す
る、請求項５に記載のガスバリア性フィルム。
【請求項７】
　無機薄膜層の膜厚方向における、該無機薄膜層の表面からの距離と、各距離における該
無機薄膜層に含まれる珪素原子、酸素原子および炭素原子の合計数に対する炭素の原子数
比との関係を示す炭素分布曲線が、８つ以上の極値を有する、請求項５または６に記載の
ガスバリア性フィルム。
【請求項８】
　前記無機薄膜層上に保護薄膜層を有し、該保護薄膜層は珪素化合物を含有する塗布液か
ら得られた塗膜に改質処理を施されたものである、請求項１～７のいずれかに記載のガス
バリア性フィルム。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかに記載のガスバリア性フィルムを有するフレキシブル電子デバ
イス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ガスバリア性フィルムならびに該ガスバリア性フィルムを有するフレキシブ
ル電子デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ガスバリア性フィルムは、食品、工業用品、医薬品などの包装用途において広く使用さ
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れている。近年、太陽電池および有機ＥＬディスプレイ等の電子デバイスのフレキシブル
基板等において、上記食品用途等と比較してさらに向上したガスバリア性を有するフィル
ムが求められている。ガスバリア性フィルムのガスバリア性、フレキシブル性等の性能を
高めるために、ガスバリア性フィルムの構成やその製造方法の検討が種々なされている。
【０００３】
　例えば特許文献１には、樹脂基材と、該樹脂基材の両面に応力吸収層と、該応力吸収層
の少なくとも一方の面にガスバリア層が積層されたガスバリア性フィルムが記載されてい
る。
【０００４】
　特許文献２には、基材と、基材の片面に配置されたアンダーコート層と、アンダーコー
ト層上に配置されたバリア層と、基材のアンダーコート層が配置された面とは反対側の面
に配置されたハードコート層とを有するガスバリア性フィルムが記載されている。
【０００５】
　特許文献３には、可撓性基材と、前記基材の少なくとも片面に接して設けられた有機層
と、該有機層上に接して設けられた薄膜層とを有する積層フィルムが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１４－８３６９０号公報
【特許文献２】国際公開第２０１６／０４３１４１号
【特許文献３】特開２０１６－６８３８３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ガスバリア性とフレキシブル性を両立するために種々の試みがなされているものの、従
来のガスバリア性フィルムは、各層間の密着性が十分とはいえず、ガスバリア性フィルム
を含むデバイスを特に高湿条件下で使用すると、層間に剥離が生じる場合があった。また
、ガスバリア性フィルムを含むデバイスを特に高湿条件下で使用すると、フィルムが白化
し、光学特性を維持できない場合があった。特許文献１～３に記載されるフィルムはいず
れも、高湿条件下で使用後の層間の密着性や光学特性について何ら着目するものではない
。
【０００８】
　そこで、本発明は、ガスバリア性とフレキシブル性に優れると共に、特に高湿条件下で
の層間の密着性の低下および光学特性の低下が抑制されたガスバリア性フィルムを提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記目的を達成するために、ガスバリア性フィルムの構成について詳細
に検討を重ね、本発明を完成させるに至った。
【００１０】
　すなわち、本発明は、以下の好適な態様を包含する。
〔１〕可撓性基材を少なくとも含む基材層、アンダーコート層、および、無機薄膜層をこ
の順に少なくとも有するガスバリア性フィルムであって、
　該ガスバリア性フィルムの２３℃、５０％ＲＨにおける水蒸気透過度は、０．００１ｇ
／ｍ２／ｄａｙ以下であり、
　該ガスバリア性フィルムの無機薄膜層側の最表面について、＃００００番のスチールウ
ールを用い、荷重５０ｇｆ／ｃｍ２、速度６０ｒｐｍ／ｍｉｎ、片道距離３ｃｍの条件で
スチールウール試験を行い測定される耐久回数Ｎが、式（１）：
Ｎ≦２００　　　　　　　　　　　　　（１）
を満たす、ガスバリア性フィルム。
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〔２〕アンダーコート層は重合性官能基を有する光硬化性化合物の重合物を含有する、前
記〔１〕に記載のガスバリア性フィルム。
〔３〕ガスバリア性フィルムの一方の最表面と他方の最表面との間の動摩擦係数は０．５
以下である、前記〔１〕または〔２〕に記載のガスバリア性フィルム。
〔４〕アンダーコート層の赤外吸収スペクトルにおける１，０００～１，１００ｃｍ－１

の範囲の赤外吸収ピークの強度をＩａとし、１，７００～１，８００ｃｍ－１の範囲の赤
外吸収ピークの強度をＩｂとすると、ＩａおよびＩｂは式（２）：
０．０５≦Ｉｂ／Ｉａ≦１．０　　　　　（２）
を満たす、前記〔１〕～〔３〕のいずれかに記載のガスバリア性フィルム。
〔５〕無機薄膜層は、珪素原子、酸素原子および炭素原子を少なくとも含有する、前記〔
１〕～〔４〕のいずれかに記載のガスバリア性フィルム。
〔６〕無機薄膜層に含まれる珪素原子、酸素原子および炭素原子の合計数に対する炭素原
子の原子数比が、無機薄膜層の膜厚方向における９０％以上の領域において、連続的に変
化する、前記〔５〕に記載のガスバリア性フィルム。
〔７〕無機薄膜層の膜厚方向における、該無機薄膜層の表面からの距離と、各距離におけ
る該無機薄膜層に含まれる珪素原子、酸素原子および炭素原子の合計数に対する炭素の原
子数比との関係を示す炭素分布曲線が、８つ以上の極値を有する、前記〔５〕または〔６
〕に記載のガスバリア性フィルム。
〔８〕前記無機薄膜層上に保護薄膜層を有し、該保護薄膜層は珪素化合物を含有する塗布
液から得られた塗膜に改質処理を施して形成されたものである、前記〔１〕～〔７〕のい
ずれかに記載のガスバリア性フィルム。
〔９〕前記〔１〕～〔８〕のいずれかに記載のガスバリア性フィルムを有するフレキシブ
ル電子デバイス。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、ガスバリア性とフレキシブル性に優れると共に、特に高湿条件下での
層間の密着性の低下および光学特性の低下が抑制されたガスバリア性フィルムを提供する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明のガスバリア性フィルムの一例を示す断面模式図である。
【図２】本発明のガスバリア性フィルムの他の一例を示す断面模式図である。
【図３】本発明のガスバリア性フィルムのさらなる他の一例を示す断面模式図である。
【図４】本発明のガスバリア性フィルムのさらなる他の一例を示す断面模式図である。
【図５】実施例および比較例で使用したガスバリア性フィルムの製造装置を示す模式図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。なお、本発明の範囲はここで説明
する実施の形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々の変更
をすることができる。
【００１４】
〔ガスバリア性フィルム〕
　本発明のガスバリア性フィルムは、可撓性基材を少なくとも含む基材層、アンダーコー
ト層、および、無機薄膜層をこの順に少なくとも有する。
【００１５】
　本発明のガスバリア性フィルムの２３℃、５０％ＲＨにおける水蒸気透過度は０．００
１ｇ／ｍ２／ｄａｙ以下である。２３℃、５０％ＲＨにおける水蒸気透過度が０．００１
ｇ／ｍ２／ｄａｙを超える場合、ガスバリア性フィルムを電子デバイス等のフレキシブル
基板として用いる場合に水蒸気の透過を十分に防止することができない。上記の水蒸気透
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過度は、ガスバリア性をより高める観点からは、好ましくは０．０００１ｇ／ｍ２／ｄａ
ｙ以下、より好ましくは０．００００１ｇ／ｍ２／ｄａｙ以下である。上記の水蒸気透過
度は低ければ低いほど好ましく、その下限は特に限定されず、通常は０ｇ／ｍ２／ｄａｙ
以上である。ここで、水蒸気透過度は、ISO/WD 15106-7（Annex C）に準拠してＣａ腐食
試験法で測定することができる。
【００１６】
　ガスバリア性フィルムの水蒸気透過度を上記の範囲にする方法としては、例えば無機薄
膜層の厚みを調整する方法や、アンダーコート層の平坦性を調整する方法が挙げられる。
【００１７】
　本発明のガスバリア性フィルムの無機薄膜層側の最表面について、＃００００番のスチ
ールウールを用い、荷重５０ｇｆ／ｃｍ２、速度６０ｒｐｍ／ｍｉｎ、片道距離３ｃｍの
条件でスチールウール試験を行い測定される耐久回数Ｎは、式（１）：
Ｎ≦２００　　　　　　　　　　　　　（１）
を満たす。上記の耐久回数Ｎが２００回を超える場合、無機薄膜層側の最表面の硬度が高
くなりすぎることに起因して、高湿条件下での層間の密着性が低下する。無機薄膜層側の
最表面の硬度が高いことは、無機薄膜層および／またはアンダーコート層が硬いことを表
していると考えられ、このため、これらの２層間での密着性が得られず、高湿条件下での
層間に隙間等が生じると考えられる。なお、アンダーコート層中のシロキサン由来のＳｉ
－Ｏ－Ｓｉ結合に対するＣ＝Ｏ二重結合の割合が相対的に高くなりすぎることが、アンダ
ーコート層が硬くなりすぎる一因であると考えられる。なお、本願発明は、上記メカニズ
ムに何ら限定されるものではない。上記の耐久回数Ｎは、高湿条件下での層間の密着性を
高めやすい観点から、好ましくは２００回以下、より好ましくは１２０回以下、さらに好
ましくは７０回以下である。
【００１８】
　本発明のガスバリア性フィルムの無機薄膜層側の最表面について、上記と同様にして測
定される耐久回数Ｎの下限は特に限定されず、０回以上であればよいが、動摩擦係数を好
ましい範囲に調整しやすい観点から、好ましくは１０以上、より好ましくは２０以上、さ
らに好ましくは３０以上、特に好ましくは４０以上である。上記耐久回数によって表され
る無機薄膜層側の最表面の硬度が低すぎる場合、高湿条件下で白化が生じ、ガスバリア性
フィルムの光学特性が低下する場合がある。耐久回数が低いことは、無機薄膜層および／
またはアンダーコート層が柔らかいことを表していると考えられ、この場合、これらの層
が高湿条件下で吸水しやすく、吸水により層の白化が生じると考えられる。なお、本願発
明は、上記メカニズムに何ら限定されるものではない。そのため、上記の耐久回数Ｎが上
記の下限以上である場合、ガスバリア性フィルムの特に高湿条件下での光学特性を高めや
すい。
【００１９】
　ここで、スチールウール試験は、測定装置として新東科学（株）製　表面性測定機を用
いて行うことができる試験であり、具体的には、上記最表面（ガスバリア性フィルムの無
機薄膜層側の最表面）に、５０ｇｆ／ｃｍ２の荷重をかけた＃００００番のスチールウー
ル（好ましくはボンスター　スチールウール＃００００）を、６０ｒｐｍ／ｍｉｎの速度
、片道距離３ｃｍ（往復距離６ｃｍ）の条件で往復させることにより、最表面とスチール
ウールとの間に摩擦を生じさせて行う。そして、該試験において、無機薄膜層側の最表面
を目視にて観察し、キズが生じるまでのスチールウールを往復摩擦させた回数を測定し、
該回数を耐久回数Ｎとする。なお、６０ｒｐｍ／ｍｉｎの速度とは、１分間にスチールウ
ールを６０往復させることを表す。また、無機薄膜層側の最表面について測定するとは、
ガスバリア性フィルムに含まれる無機薄膜層がガスバリア性フィルムの最表面に配置され
る場合には、該無機薄膜層の表面について測定を行うことを表し、ガスバリア性フィルム
に含まれる無機薄膜層の上にさらなる層が形成されている場合には、ガスバリア性フィル
ムの最表面のうち無機薄膜層の表面に近い方の最表面において測定を行うことを表す。ガ
スバリア性フィルムの両面が無機薄膜層である場合や、ガスバリア性フィルムの最表面の
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いずれもが無機薄膜層の表面から同程度の距離に存在する場合には、少なくとも一方の最
表面が、上記耐久回数を有していればよい。なお、上記スチールウール試験は、JIS K 72
04を参考に、条件を上記のように設定した試験方法である。
【００２０】
　ガスバリア性フィルムのスチールウール試験における耐久回数を上記の範囲にする方法
としては、例えばアンダーコート層の反応率を調整する方法が挙げられる。
【００２１】
　本発明のガスバリア性フィルムにおいて、一方の最表面と他方の最表面との間の動摩擦
係数は、好ましくは０．５以下、より好ましくは０．４以下、さらに好ましくは０．３以
下である。動摩擦係数が上記の上限以下である場合、ガスバリア性フィルムを製造時に巻
取りを行う場合や、必要に応じて裁断したフィルムを重ねる場合に、バリアフィルムへの
ダメージが少ないため、ガスバリア性フィルムの取扱い性を高めやすい。動摩擦係数の下
限は特に限定がなく、通常は０以上である。動摩擦係数は、ＪＩＳ　Ｋ７１２５に準拠し
て測定することができる。
【００２２】
　本発明のガスバリア性フィルムは、目視で観察した場合に透明であることが好ましい。
具体的には、ガスバリア性フィルムの全光線透過率（Ｔｔ）は、ＪＩＳ Ｋ ７１０５：１
９８１に準拠して測定して、好ましくは８８．０％以上、より好ましくは８８．５％以上
、さらに好ましくは８９．０％以上、特に好ましくは８９．５％以上、きわめて好ましく
は９０．０％以上である。本発明のガスバリア性フィルムの全光線透過率が上記の下限以
上であると、該フィルムを画像表示装置等のフレキシブル電子デバイスに組み込んだ際に
、十分な視認性を確保しやすい。なお、本発明のガスバリア性フィルムの全光線透過率の
上限値は特に限定されず、１００％以下であればよい。ガスバリア性フィルムの全光線透
過率は、スガ試験機（株）製の直読ヘーズコンピュータ（型式ＨＧＭ－２ＤＰ）によって
測定することができる。６０℃で相対湿度９０％の環境下に２５０時間暴露後のガスバリ
ア性フィルムが、上記範囲の全光線透過率をなお有することが好ましい。
【００２３】
　本発明のガスバリア性フィルムのヘーズ（曇価）は、スガ試験機（株）製の直読ヘーズ
コンピュータ（型式ＨＧＭ－２ＤＰ）で測定して、好ましくは１．０％以下、より好まし
くは０．８％以下、さらにより好ましくは０．５％以下である。本発明のガスバリア性フ
ィルムのヘーズが上記の上限以下であると、該フィルムを画像表示装置等のフレキシブル
電子デバイスに組み込んだ際に、十分な視認性を確保しやすい。なお、本発明のガスバリ
ア性フィルムのヘーズの下限値は特に限定されず、０％以上であればよい。ガスバリア性
フィルムのヘーズは、スガ試験機（株）製の直読ヘーズコンピュータ（型式ＨＧＭ－２Ｄ
Ｐ）によって測定することができる。６０℃で相対湿度９０％の環境下に２５０時間暴露
後のガスバリア性フィルムが、上記範囲のヘーズをなお有することが好ましい。
【００２４】
　本発明のガスバリア性フィルムの黄色度（ｂ＊）は、ＡＳＴＭ　Ｅ３１３に従って、分
光測色計（ＣＭ３７００ｄ、コニカミノルタセンシング（株）製）で測定して、好ましく
は１０以下、より好ましくは８以下、さらにより好ましくは６以下である。本発明のガス
バリア性フィルムの黄色度が上記の上限以下であると、外観がより綺麗に見える。また、
該黄色度の下限は特に限定されず、通常は０以上である。６０℃で相対湿度９０％の環境
下に２５０時間暴露後のガスバリア性フィルムが、上記範囲の黄色度をなお有することが
好ましい。
【００２５】
　本発明のガスバリア性フィルムの厚みは、用途に応じて適宜調整してよいが、好ましく
は５～２００μｍ、より好ましくは１０～１５０μｍ、さらに好ましくは２０～１００μ
ｍである。ガスバリア性フィルムの厚みは、厚み計によって測定することができる。厚み
が上記の下限以上であることが、フィルムとしての取扱い性を向上しやすく、鉛筆硬度な
どを高めやすいため好ましい。また、厚みが上記の上限以下であることが、フィルムの屈
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曲耐性を高めやすいため好ましい。
【００２６】
（アンダーコート層）
　本発明のガスバリア性フィルムは、基材層、アンダーコート層、および、無機薄膜層を
この順に少なくとも有する。本発明のガスバリア性フィルムは、基材層と無機薄膜層との
間に存在する少なくとも１層のアンダーコート層を有すればよく、上記順に存在するアン
ダーコート層を少なくとも有する限り、別の部分に積層されたさらなるアンダーコート層
を有していてもよい。アンダーコート層は、平坦化層としての機能を有する層であっても
よいし、アンチブロッキング層としての機能を有する層であってもよいし、これらの両方
の機能を有する層であってもよい。アンダーコート層は単層でもよいし、２層以上の多層
であってもよい。また、アンダーコート層に無機粒子が含まれていてもよい。
【００２７】
　本発明のガスバリア性フィルムにおけるアンダーコート層の厚みは、用途に応じて適宜
調整してよいが、好ましくは０．１～５μｍ、より好ましくは０．５～３μｍ、さらに好
ましくは１～３μｍである。アンダーコート層の厚みは、膜厚反射計によって測定するこ
とができる。厚みが上記の下限以上であると、鉛筆硬度が向上しやすい。また、厚みが上
記の上限以下であると、屈曲性が向上しやすい。本発明のガスバリア性フィルムが２つ以
上のアンダーコート層を有する場合、各アンダーコート層が上記の厚みを有することが好
ましい。
【００２８】
　アンダーコート層は、例えば、重合性官能基を有する光硬化性化合物を含む組成物を、
基材層上に塗布し、硬化することにより形成することができる。アンダーコート層を形成
するための組成物に含まれる光硬化性化合物としては、紫外線または電子線硬化性の化合
物が挙げられ、このような化合物としては、重合性官能基を分子内に１個以上有する化合
物、例えば、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリル基、アリル基等の重合性官能
基を有する化合物が挙げられる。アンダーコート層を形成するための組成物は、１種類の
光硬化性化合物を含有してもよいし、２種以上の光硬化性化合物を含有してもよい。アン
ダーコート層を形成するための組成物に含まれる重合性官能基を有する光硬化性化合物を
硬化させることにより、光硬化性化合物が重合して、光硬化性化合物の重合物を含むアン
ダーコート層が形成される。
【００２９】
　アンダーコート層における該重合性官能基を有する光硬化性化合物の重合性官能基の反
応率は、外観品質を高めやすい観点から、好ましくは７０％以上、より好ましくは７５％
以上、さらに好ましくは８０％以上である。前記反応率の上限は特に限定されないが、外
観品質を高めやすい観点から、好ましくは９５％以下、より好ましくは９０％以下である
。反応率が上記の下限以上である場合、無色透明化しやすい。また、反応率が上記の上限
以下である場合、耐屈曲性を向上させやすい。反応率は、重合性官能基を有する光硬化性
化合物の重合反応が進むにつれて高くなるため、例えば光硬化性化合物が紫外線硬化性化
合物である場合には、照射する紫外線の強度を高くしたり、照射時間を長くしたりするこ
とにより、高めることができる。上記のような硬化条件を調整することにより、反応率を
上記の範囲内にすることができる。
【００３０】
　反応率は、アンダーコート層を形成するための組成物を基材上に塗布し、必要に応じて
乾燥させて得た硬化前の塗膜、および、該塗膜を硬化後の塗膜について、塗膜表面から全
反射型ＦＴ－ＩＲを用いて赤外吸収スペクトルを測定し、重合性官能基に由来するピーク
の強度の変化量から測定することができる。例えば、重合性官能基が（メタ）アクリロイ
ル基である場合、（メタ）アクリロイル基中のＣ＝Ｃ二重結合部分が重合に関与する基で
あり、重合の反応率が高くなるにつれてＣ＝Ｃ二重結合に由来するピークの強度が低下す
る。一方、（メタ）アクリロイル基中のＣ＝Ｏ二重結合部分は重合に関与せず、Ｃ＝Ｏ二
重結合に由来するピークの強度は重合前後で変化しない。そのため、硬化前の塗膜につい
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て測定した赤外吸収スペクトルにおける（メタ）アクリロイル基中のＣ＝Ｏ二重結合に由
来するピークの強度（ＩＣＯ１）に対するＣ＝Ｃ二重結合に由来するピークの強度（ＩＣ

Ｃ１）の割合（ＩＣＣ１／ＩＣＯ１）と、硬化後の塗膜について測定した赤外吸収スペク
トルにおける（メタ）アクリロイル基中のＣ＝Ｏ二重結合に由来するピークの強度（ＩＣ

Ｏ２）に対するＣ＝Ｃ二重結合に由来するピークの強度（ＩＣＣ２）の割合（ＩＣＣ２／
ＩＣＯ２）とを比較することで、反応率を算出することができる。この場合、反応率は、
式（３）：
反応率［％］＝［１－（ＩＣＣ２／ＩＣＯ２）／（ＩＣＣ１／ＩＣＯ１）］×１００　　
　（３）
により算出される。なお、Ｃ＝Ｃ二重結合に由来する赤外吸収ピークは通常１，３５０～
１，４５０ｃｍ－１の範囲、例えば１，４００ｃｍ－１付近に観察され、Ｃ＝Ｏ二重結合
に由来する赤外吸収ピークは通常１，７００～１，８００ｃｍ－１の範囲、例えば１，７
００ｃｍ－１付近に観察される。
【００３１】
　アンダーコート層の赤外吸収スペクトルにおける１，０００～１，１００ｃｍ－１の範
囲の赤外吸収ピークの強度をＩａとし、１，７００～１，８００ｃｍ－１の範囲の赤外吸
収ピークの強度をＩｂとすると、ＩａおよびＩｂは式（２）：
０．０５≦Ｉｂ／Ｉａ≦１．０　　　　　（２）
を満たすことが好ましい。ここで、１，０００～１，１００ｃｍ－１の範囲の赤外吸収ピ
ークは、アンダーコート層に含まれる化合物および重合物（例えば、重合性官能基を有す
る光硬化性化合物および／またはその重合物）中に存在するシロキサン由来のＳｉ－Ｏ－
Ｓｉ結合に由来する赤外吸収ピークであり、１，７００～１，８００ｃｍ－１の範囲の赤
外吸収ピークは、アンダーコート層に含まれる化合物および重合物（例えば、重合性官能
基を有する光硬化性化合物および／またはその重合物）中に存在するＣ＝Ｏ二重結合に由
来する赤外吸収ピークであると考えられる。そして、これらのピークの強度の比（Ｉｂ／
Ｉａ）は、アンダーコート層中のシロキサン由来のＳｉ－Ｏ－Ｓｉ結合に対するＣ＝Ｏ二
重結合の相対的な割合を表すと考えられる。ピークの強度の比（Ｉｂ／Ｉａ）が上記所定
の範囲である場合、アンダーコート層の均一性を高めやすいと共に、層間の密着性、特に
高湿環境下での密着性を高めやすくなる。ピークの強度の比（Ｉｂ／Ｉａ）は、好ましく
は０．０５以上、より好ましくは０．１０以上、さらに好ましくは０．２０以上である。
ピーク強度の比が上記の下限以上である場合、アンダーコート層の均一性を高めやすい。
これは、本願発明は後述するメカニズムに何ら限定されないが、アンダーコート層に含ま
れる化合物および重合物中に存在するシロキサン由来のＳｉ－Ｏ－Ｓｉ結合が多くなりす
ぎるとアンダーコート層中に凝集物が生じ、層が脆化する場合があり、このような凝集物
の生成を低減しやすくなるためであると考えられる。ピークの強度の比（Ｉｂ／Ｉａ）は
、好ましくは１．０以下、より好ましくは０．８以下、さらに好ましくは０．５以下、と
りわけ好ましくは０．４以下である。ピーク強度の比が上記の上限以下である場合、アン
ダーコート層の密着性を高めやすい。これは、本願発明は後述するメカニズムに何ら限定
されないが、アンダーコート層に含まれる化合物および重合物中にシロキサン由来のＳｉ
－Ｏ－Ｓｉ結合が一定量以上存在することにより、アンダーコート層の硬さが適度に低減
されるためであると考えられる。アンダーコート層の赤外吸収スペクトルは、ＡＴＲアタ
ッチメント（ＰＩＫＥ　ＭＩＲａｃｌｅ）を備えたフーリエ変換型赤外分光光度計（日本
分光（株）製、ＦＴ／ＩＲ－４６０Ｐｌｕｓ）により測定できる。
【００３２】
　アンダーコート層を形成するための組成物に含まれる光硬化性化合物は、紫外線等によ
り重合が開始し、硬化が進行して、重合物である樹脂となる化合物である。光硬化性化合
物は、硬化効率の観点から、好ましくは（メタ）アクリロイル基を有する化合物である。
（メタ）アクリロイル基を有する化合物は、単官能のモノマーまたはオリゴマーであって
もよいし、多官能のモノマーまたはオリゴマーであってもよい。なお、本明細書において
、「（メタ）アクリロイル」とは、アクリロイルおよび／またはメタクリロイルを表し、
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「（メタ）アクリル」とは、アクリルおよび／またはメタクリルを表す。
【００３３】
　（メタ）アクリロイル基を有する化合物としては、（メタ）アクリル系化合物が挙げら
れ、具体的には、アルキル（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート、エス
テル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、ならびに、その重合体及び
共重合体等が挙げられる。具体的には、メチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）ア
クリレート、メトキシエチル（メタ）アクリレート、ブトキシエチル（メタ）アクリレー
ト、フェニル（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロ
ピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレ
ート、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メタ）
アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、及びペンタエリスリトー
ルトリ（メタ）アクリレート、並びにその重合体及び共重合体等が挙げられる。
【００３４】
　アンダーコート層を形成するための組成物に含まれる光硬化性化合物は、上記（メタ）
アクリロイル基を有する化合物に代えて、または、上記（メタ）アクリロイル基を有する
化合物に加えて、例えば、メテトラメトキシシラン、テトラエトキシシラン、メチルトリ
メトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、エチルトリエ
トキシシラン、イソプロピルトリメトキシシラン、イソブチルトリメトキシシラン、シク
ロヘキシルトリメトキシシラン、ｎ－ヘキシルトリメトキシシラン、ｎ－オクチルトリエ
トキシシラン、ｎ－デシルトリメトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、ジメチル
ジメトキシシラン、ジイソプロピルジメトキシシラン、トリメチルエトキシシラン、及び
トリフェニルエトキシシラン等を含有することが好ましい。これら以外のアルコキシシラ
ンを用いてもよい。
【００３５】
　上記に述べた重合性官能基を有する光硬化性化合物以外の光硬化性化合物としては、重
合によりポリエステル樹脂、イソシアネート樹脂、エチレンビニルアルコール樹脂、ビニ
ル変性樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、尿素メラミン樹脂、スチレン樹脂、および
アルキルチタネート等の樹脂となる、モノマーまたはオリゴマーが挙げられる。
【００３６】
　アンダーコート層を形成するための組成物は、上記に述べた重合性官能基を有する光硬
化性化合物の他に、必要に応じて、溶剤、光重合開始剤、熱重合開始剤、酸化防止剤、紫
外線吸収剤、可塑剤、レベリング剤、カール抑制剤等の添加剤を含んでもよい。
【００３７】
　アンダーコート層は、例えば、光硬化性化合物を含む光硬化性組成物を、可撓性基材を
少なくとも含む基材上に塗布し、必要に応じて乾燥後、紫外線もしくは電子線を照射する
ことにより、光硬化性化合物を硬化させて形成することができる。
【００３８】
　塗布を行う方法の例としては、従来用いられる種々の塗布方法、例えば、スプレー塗布
、スピン塗布、バーコート、カーテンコート、浸漬法、エアーナイフ法、スライド塗布、
ホッパー塗布、リバースロール塗布、グラビア塗布、エクストリュージョン塗布等の方法
が挙げられる。
【００３９】
　アンダーコート層が平坦化層としての機能を有する場合、アンダーコート層は、（メタ
）アクリレート樹脂、ポリエステル樹脂、イソシアネート樹脂、エチレンビニルアルコー
ル樹脂、ビニル変性樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、尿素メラミン樹脂、スチレン
樹脂、およびアルキルチタネート等を含有してよい。アンダーコート層はこれらの樹脂を
１種類または２種以上を組合せて含有してもよい。
【００４０】
　アンダーコート層が平坦化層としての機能を有する場合、平坦化層は、剛体振り子型物
性試験機（例えばエー・アンド・デイ（株）ＲＰＴ－３０００Ｗ等）により前記平坦化層
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表面の弾性率の温度変化を評価した場合、前記平坦化層表面の弾性率が５０％以上低下す
る温度が１５０℃以上であることが好ましい。
【００４１】
　アンダーコート層が平坦化層としての機能を有する場合、平坦化層を白色干渉顕微鏡で
観察して測定される面粗さは、好ましくは３ｎｍ以下、より好ましくは２ｎｍ以下、さら
に好ましくは１ｎｍ以下である。平坦化層の面粗さが上記の上限以下である場合、バリア
層の欠陥が少なくなり、バリア性がより高められる効果がある。面粗さは、平坦化層を白
色干渉顕微鏡で観察し、サンプル表面の凹凸に応じて、干渉縞が形成されることにより測
定される。
【００４２】
　アンダーコート層がアンチブロッキング層としての機能を有する場合、アンダーコート
層は、上記に述べた樹脂に加えて、無機粒子を含有してよい。無機粒子としては、例えば
シリカ、アルミナ、タルク、クレイ、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、硫酸バリウム
、水酸化アルミニウム、二酸化チタン、酸化ジルコニウム等が挙げられる。
【００４３】
（無機薄膜層）
　本発明のガスバリア性フィルムは、基材層、アンダーコート層、および、無機薄膜層を
この順に少なくとも有する。本発明のガスバリア性フィルムは、基材層の少なくとも一方
の面に積層されたアンダーコート層の、基材層と接する表面とは反対側の表面に積層され
た少なくとも１層の無機薄膜層を有すればよく、上記順に存在する少なくとも１層の無機
薄膜層を有する限り、別の部分に積層されたさらなる無機薄膜層を有していてもよい。無
機薄膜層は、ガスバリア性を有する無機材料の層であれば特に限定されず、公知のガスバ
リア性を有する無機材料の層を適宜利用することができる。無機材料の例としては、金属
酸化物、金属窒化物、金属酸窒化物、金属酸炭化物およびこれらのうちの少なくとも２種
を含む混合物が挙げられる。無機薄膜層は単層膜であってもよいし、上記薄膜層を少なく
とも含む２層以上が積層された多層膜であってもよい。
【００４４】
　本発明のガスバリア性フィルムにおける無機薄膜層の厚みは、用途に応じて適宜調整し
てよいが、好ましくは０．１～２μｍ、より好ましくは０．２～１．５μｍ、さらに好ま
しくは０．３～１μｍである。無機薄膜層の厚みは、段差計によって測定することができ
る。厚みが上記の下限以上であると、バリア性が向上しやすい。また、厚みが上記の上限
以下であると、屈曲性が向上しやすい。本発明のガスバリア性フィルムが２つ以上の無機
薄膜層を有する場合、各無機薄膜層が上記の厚みを有することが好ましい。
【００４５】
　無機薄膜層は、より高度なガスバリア性（特に水蒸気透過防止性）を発揮しやすい観点
、ならびに、耐屈曲性、製造の容易性および低製造コストといった観点から、少なくとも
珪素原子（Ｓｉ）、酸素原子（Ｏ）、および炭素原子（Ｃ）を含有することが好ましい。
【００４６】
　この場合、無機薄膜層は、一般式がＳｉＯαＣβ［式中、αおよびβは、それぞれ独立
に、２未満の正の数を表す］で表される化合物が主成分であることができる。ここで、「
主成分である」とは、材質の全成分の質量に対してその成分の含有量が５０質量％以上、
好ましくは７０質量％以上、より好ましくは９０質量％以上であることをいう。無機薄膜
層は一般式ＳｉＯαＣβで表される１種類の化合物を含有してもよいし、一般式ＳｉＯα

Ｃβで表される２種以上の化合物を含有してもよい。前記一般式におけるαおよび／また
はβは、無機薄膜層の膜厚方向において一定の値でもよいし、変化していてもよい。
【００４７】
　さらに無機薄膜層は珪素原子、酸素原子および炭素原子以外の元素、例えば、水素原子
、窒素原子、ホウ素原子、アルミニウム原子、リン原子、イオウ原子、フッ素原子および
塩素原子のうちの一以上の原子を含有していてもよい。
【００４８】
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　無機薄膜層は、無機薄膜層中の珪素原子（Ｓｉ）に対する炭素原子（Ｃ）の平均原子数
比をＣ／Ｓｉで表した場合に、緻密性を高くし、微細な空隙やクラック等の欠陥を少なく
する観点から、Ｃ／Ｓｉの範囲は式（４）を満たすことが好ましい。
０．０２＜Ｃ／Ｓｉ＜０．５０　　　（４）
　Ｃ／Ｓｉは、同様の観点から、０．０３＜Ｃ／Ｓｉ＜０．４５の範囲にあるとより好ま
しく、０．０４＜Ｃ／Ｓｉ＜０．４０の範囲にあるとさらに好ましく、０．０５＜Ｃ／Ｓ
ｉ＜０．３５の範囲にあると特に好ましい。
【００４９】
　また、無機薄膜層は、薄膜層中の珪素原子（Ｓｉ）に対する酸素原子（Ｏ）の平均原子
数比をＯ／Ｓｉで表した場合に、緻密性を高くし、微細な空隙やクラック等の欠陥を少な
くする観点から、１．５０＜Ｏ／Ｓｉ＜１．９８の範囲にあると好ましく、１．５５＜Ｏ
／Ｓｉ＜１．９７の範囲にあるとより好ましく、１．６０＜Ｏ／Ｓｉ＜１．９６の範囲に
あるとさらに好ましく、１．６５＜Ｏ／Ｓｉ＜１．９５の範囲にあると特に好ましい。
【００５０】
　なお、平均原子数比Ｃ／ＳｉおよびＯ／Ｓｉは、下記条件にてＸＰＳデプスプロファイ
ル測定を行い、得られた珪素原子、酸素原子および炭素原子の分布曲線から、それぞれの
原子の厚み方向における平均原子濃度を求めた後、平均原子数比Ｃ／ＳｉおよびＯ／Ｓｉ
を算出して測定できる。
　＜ＸＰＳデプスプロファイル測定＞
　エッチングイオン種：アルゴン（Ａｒ＋）
　エッチングレート（ＳｉＯ２熱酸化膜換算値）：０．０２７ｎｍ／ｓｅｃ
　スパッタ時間：０．５ｍｉｎ
　Ｘ線光電子分光装置：アルバック・ファイ（株）製、機種名「Ｑｕａｎｔｅｒａ　ＳＸ
Ｍ」
　照射Ｘ線：単結晶分光ＡｌＫα（１，４８６．６ｅＶ）
　Ｘ線のスポットおよびそのサイズ：１００μｍ 
　検出器：Ｐａｓｓ　Ｅｎｅｒｇｙ　６９ｅＶ，Ｓｔｅｐ　ｓｉｚｅ　０．１２５ｅＶ
　帯電補正：中和電子銃（１ｅＶ）、低速Ａｒイオン銃（１０Ｖ）
【００５１】
　無機薄膜層の表面に対して赤外分光測定（ＡＴＲ法）を行った場合、９５０～１，０５
０ｃｍ－１に存在するピーク強度（Ｉ１）と、１，２４０～１，２９０ｃｍ－１に存在す
るピーク強度（Ｉ２）との強度比（Ｉ２／Ｉ１）が式（５）を満たすことが好ましい。
　　　　０．０１≦Ｉ２／Ｉ１＜０．０５　　　　　（５）
【００５２】
　赤外分光測定（ＡＴＲ法）から算出したピーク強度比Ｉ２／Ｉ１は、無機薄膜層中のＳ
ｉ－Ｏ－Ｓｉに対するＳｉ－ＣＨ３の相対的な割合を表すと考えられる。式（５）で表さ
れる関係を満たす無機薄膜層は、緻密性が高く、微細な空隙やクラック等の欠陥を低減し
やすいため、ガスバリア性および耐衝撃性を高めやすいと考えられる。ピーク強度比Ｉ２

／Ｉ１は、無機薄膜層の緻密性を高く保持しやすい観点から、０．０２≦Ｉ２／Ｉ１＜０
．０４の範囲がより好ましい。
【００５３】
　無機薄膜層が上記ピーク強度比Ｉ２／Ｉ１の範囲を満たす場合、本発明のガスバリア性
フィルムが適度に滑りやすくなり、ブロッキングを低減しやすい。上記ピーク強度比Ｉ２

／Ｉ１が大きすぎると、Ｓｉ－Ｃが多すぎることを意味し、この場合、屈曲性が悪く、か
つ滑りにくくなる傾向がある。また、上記ピーク強度比Ｉ２／Ｉ１が小さすぎると、Ｓｉ
－Ｃが少なすぎることにより屈曲性が低下する傾向がある。
【００５４】
　無機薄膜層の表面の赤外分光測定は、プリズムにゲルマニウム結晶を用いたＡＴＲアタ
ッチメント（ＰＩＫＥ　ＭＩＲａｃｌｅ）を備えたフーリエ変換型赤外分光光度計（日本
分光（株）製、ＦＴ／ＩＲ－４６０Ｐｌｕｓ）によって測定できる。
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【００５５】
　無機薄膜層の表面に対して赤外分光測定（ＡＴＲ法）を行った場合、９５０～１，０５
０ｃｍ－１に存在するピーク強度（Ｉ１）と、７７０～８３０ｃｍ－１に存在するピーク
強度（Ｉ３）との強度比（Ｉ３／Ｉ１）が式（６）を満たすことが好ましい。
　　　　０．２５≦Ｉ３／Ｉ１≦０．５０　　　　　（６）
【００５６】
　赤外分光測定（ＡＴＲ法）から算出したピーク強度比Ｉ３／Ｉ１は、無機薄膜層中のＳ
ｉ－Ｏ－Ｓｉに対するＳｉ－ＣやＳｉ－Ｏ等の相対的な割合を表すと考えられる。式（６
）で表される関係を満たす無機薄膜層は、高い緻密性を保持しつつ、炭素が導入されるこ
とから耐屈曲性を高めやすく、かつ耐衝撃性も高めやすいと考えられる。ピーク強度比Ｉ

３／Ｉ１は、無機薄膜層の緻密性と耐屈曲性のバランスを保つ観点から、０．２５≦Ｉ３

／Ｉ１≦０．５０の範囲が好ましく、０．３０≦Ｉ３／Ｉ１≦０．４５の範囲がより好ま
しい。
【００５７】
　前記薄膜層は、薄膜層表面に対して赤外分光測定（ＡＴＲ法）を行った場合、７７０～
８３０ｃｍ－１に存在するピーク強度（Ｉ３）と、８７０～９１０ｃｍ－１に存在するピ
ーク強度（Ｉ４）との強度比が式（７）を満たすことが好ましい。
　　　　０．７０≦Ｉ４／Ｉ３＜１．００　　　　　（７）
【００５８】
　赤外分光測定（ＡＴＲ法）から算出したピーク強度比Ｉ４／Ｉ３は、無機薄膜層中のＳ
ｉ－Ｃに関連するピーク同士の比率を表すと考えられる。式（７）で表される関係を満た
す無機薄膜層は、高い緻密性を保持しつつ、炭素が導入されることから耐屈曲性を高めや
すく、かつ耐衝撃性も高めやすいと考えられる。ピーク強度比Ｉ４／Ｉ３の範囲について
、無機薄膜層の緻密性と耐屈曲性のバランスを保つ観点から、０．７０≦Ｉ４／Ｉ３＜１
．００の範囲が好ましく、０．８０≦Ｉ４／Ｉ３＜０．９５の範囲がより好ましい。
【００５９】
　無機薄膜層の厚さは、無機薄膜層を曲げた時に割れ難くするという観点から、５～３，
０００ｎｍであることが好ましい。さらに、後述するように、グロー放電プラズマを用い
て、プラズマＣＶＤ法により薄膜層を形成する場合には、基材を通して放電しつつ前記薄
膜層を形成することから、１０～２，０００ｎｍであることがより好ましく、１００～１
，０００ｎｍであることがさらに好ましい。
【００６０】
　無機薄膜層は、好ましくは１．８ｇ／ｃｍ３以上の高い平均密度を有し得る。ここで、
無機薄膜層の「平均密度」は、ラザフォード後方散乱法（Rutherford Backscattering Sp
ectrometry：ＲＢＳ）で求めた珪素の原子数、炭素の原子数、酸素の原子数と、水素前方
散乱法（Hydrogen Forward scattering Spectrometry：ＨＦＳ）で求めた水素の原子数と
から測定範囲の薄膜層の重さを計算し、測定範囲の薄膜層の体積（イオンビームの照射面
積と膜厚との積）で除することで求められる。無機薄膜層の平均密度が上記下限以上であ
ると、緻密性が高く、微細な空隙やクラック等の欠陥を低減しやすい構造となるため好ま
しい。無機薄膜層が珪素原子、酸素原子、炭素原子および水素原子からなる本発明の好ま
しい一態様において、無機薄膜層の平均密度が２．２２ｇ／ｃｍ３未満であることが好ま
しい。
【００６１】
　無機薄膜層が少なくとも珪素原子（Ｓｉ）、酸素原子（Ｏ）、および炭素原子（Ｃ）を
含有する本発明の好ましい一態様において、該無機薄膜層の膜厚方向における該無機薄膜
層表面からの距離と、各距離における珪素原子の原子比との関係を示す曲線を珪素分布曲
線という。ここで、無機薄膜層表面とは、本発明のガスバリア性フィルムの表面となる面
を指す。同様に、膜厚方向における該無機薄膜層表面からの距離と、各距離における酸素
原子の原子比との関係を示す曲線を酸素分布曲線という。また、膜厚方向における該無機
薄膜層表面からの距離と、各距離における炭素原子の原子比との関係を示す曲線を炭素分
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布曲線という。珪素原子の原子比、酸素原子の原子比および炭素原子の原子比とは、無機
薄膜層に含まれる珪素原子、酸素原子および炭素原子の合計数に対するそれぞれの原子数
の比率を意味する。
【００６２】
　屈曲によるガスバリア性の低下を抑制しやすい観点からは、前記無機薄膜層に含まれる
珪素原子、酸素原子および炭素原子の合計数に対する炭素原子の原子数比が、無機薄膜層
の膜厚方向における９０％以上の領域において連続的に変化することが好ましい。ここで
、上記炭素原子の原子数比が、無機薄膜層の膜厚方向において連続的に変化するとは、例
えば上記の炭素分布曲線において、炭素の原子比が不連続に変化する部分を含まないこと
を表す。具体的には、膜厚方向における前記薄膜層表面からの距離をｘ［ｎｍ］、炭素の
原子比をＣとしたときに、後述する式（９）を満たすことが好ましい。
【００６３】
　前記無機薄膜層の炭素分布曲線が８つ以上の極値を有することが、フィルムの屈曲性お
よびバリア性の観点から好ましい。
【００６４】
　前記無機薄膜層の珪素分布曲線、酸素分布曲線および炭素分布曲線が、下記の条件（ｉ
）および（ｉｉ）を満たすことが、フィルムの屈曲性およびバリア性の観点から好ましい
。
（ｉ）珪素の原子数比、酸素の原子数比および炭素の原子数比が、前記薄膜層の膜厚方向
における９０％以上の領域において、式（８）で表される条件を満たす、および、
　　　　（酸素の原子数比）＞（珪素の原子数比）＞（炭素の原子数比）　　　　（８）
（ｉｉ）前記炭素分布曲線が好ましくは少なくとも１つ、より好ましくは８つ以上の極値
を有する。
【００６５】
　無機薄膜層の炭素分布曲線は、実質的に連続であることが好ましい。炭素分布曲線が実
質的に連続とは、炭素分布曲線における炭素の原子比が不連続に変化する部分を含まない
ことである。具体的には、膜厚方向における前記薄膜層表面からの距離をｘ［ｎｍ］、炭
素の原子比をＣとしたときに、式（９）を満たすことが好ましい。
　　　　｜ｄＣ／ｄｘ｜≦０．０１　　　　　（９）
【００６６】
　また、無機薄膜層の炭素分布曲線は少なくとも１つの極値を有することが好ましく、８
つ以上の極値を有することがより好ましい。ここでいう極値は、膜厚方向における無機薄
膜層表面からの距離に対する各元素の原子比の極大値または極小値である。極値は、膜厚
方向における無機薄膜層表面からの距離を変化させたときに、元素の原子比が増加から減
少に転じる点、または元素の原子比が減少から増加に転じる点での原子比の値である。極
値は、例えば、膜厚方向において複数の測定位置において、測定された原子比に基づいて
求めることができる。原子比の測定位置は、膜厚方向の間隔が、例えば２０ｎｍ以下とな
るような位置に設定される。膜厚方向において極値を示す位置は、各測定位置での測定結
果を含んだ離散的なデータ群について、例えば互いに異なる３以上の測定位置での測定結
果を比較し、測定結果が増加から減少に転じる位置または減少から増加に転じる位置を求
めることによって得ることができる。極値を示す位置は、例えば、前記の離散的なデータ
群から求めた近似曲線を微分することによって、得ることもできる。極値を示す位置から
、原子比が単調増加または単調減少する区間が例えば２０ｎｍ以上である場合に、極値を
示す位置から膜厚方向に２０ｎｍだけ移動した位置での原子比と、極値との差の絶対値は
例えば０．０３以上である。
【００６７】
　前記のように炭素分布曲線が好ましくは少なくとも１つ、より好ましくは８つ以上の極
値を有する条件を満たすように形成された無機薄膜層は、屈曲前のガス透過率に対する屈
曲後のガス透過率の増加量が、前記条件を満たさない場合と比較して少なくなる。すなわ
ち、前記条件を満たすことにより、屈曲によるガスバリア性の低下を抑制する効果が得ら
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れる。炭素分布曲線の極値の数が２つ以上になるように前記薄膜層を形成すると、炭素分
布曲線の極値の数が１つである場合と比較して、前記の増加量が少なくなる。また、炭素
分布曲線の極値の数が３つ以上になるように前記薄膜層を形成すると、炭素分布曲線の極
値の数が２つである場合と比較して、前記の増加量が少なくなる。炭素分布曲線が２つ以
上の極値を有する場合に、第１の極値を示す位置の膜厚方向における前記薄膜層表面から
の距離と、第１の極値と隣接する第２の極値を示す位置の膜厚方向における前記薄膜層表
面からの距離との差の絶対値が、１ｎｍ以上２００ｎｍ以下の範囲内であることが好まし
く、１ｎｍ以上１００ｎｍ以下の範囲内であることがさらに好ましい。
【００６８】
　また、前記無機薄膜層の炭素分布曲線における炭素の原子比の最大値および最小値の差
の絶対値が０．０１より大きいことが好ましい。前記条件を満たすように形成された無機
薄膜層は、屈曲前のガス透過率に対する屈曲後のガス透過率の増加量が、前記条件を満た
さない場合と比較して少なくなる。すなわち、前記条件を満たすことにより、屈曲による
ガスバリア性の低下を抑制する効果が得られる。炭素の原子比の最大値および最小値の差
の絶対値が０．０２以上であると前記の効果が高くなり、０．０３以上であると前記の効
果がさらに高くなる。
【００６９】
　珪素分布曲線における珪素の原子比の最大値および最小値の差の絶対値が低くなるほど
、無機薄膜層のガスバリア性が向上する傾向がある。このような観点で、前記の絶対値は
、０．０５未満（５ａｔ％未満）であることが好ましく、０．０４未満（４ａｔ％未満）
であることがより好ましく、０．０３未満（３ａｔ％未満）であることが特に好ましい。
【００７０】
　また、酸素炭素分布曲線において、各距離における酸素原子の原子比および炭素原子の
原子比の合計を「合計原子比」としたときに、合計原子比の最大値および最小値の差の絶
対値が低くなるほど、前記薄膜層のガスバリア性が向上する傾向がある。このような観点
で、前記の合計原子比は、０．０５未満であることが好ましく、０．０４未満であること
がより好ましく、０．０３未満であることが特に好ましい。
【００７１】
　前記無機薄膜層表面方向において、無機薄膜層を実質的に一様な組成にすると、無機薄
膜層のガスバリア性を均一にするとともに向上させることができる。実質的に一様な組成
であるとは、酸素分布曲線、炭素分布曲線および酸素炭素分布曲線において、前記無機薄
膜層表面の任意の２点で、それぞれの膜厚方向に存在する極値の数が同じであり、それぞ
れの炭素分布曲線における炭素の原子比の最大値および最小値の差の絶対値が、互いに同
じであるかもしくは０．０５以内の差であることをいう。
【００７２】
　前記条件を満たすように形成された無機薄膜層は、例えば有機ＥＬ素子を用いたフレキ
シブル電子デバイスなどに要求されるガスバリア性を発現することができる。
【００７３】
　無機薄膜層が少なくとも珪素原子、酸素原子、および炭素原子を含有する本発明の好ま
しい一態様において、このような原子を含む無機材料の層は、緻密性を高めやすく、微細
な空隙やクラック等の欠陥を低減しやすい観点から、化学気相成長法（ＣＶＤ法）で形成
されることが好ましく、中でも、グロー放電プラズマなどを用いたプラズマ化学気相成長
法（ＰＥＣＶＤ法）で形成されることがより好ましい。
【００７４】
　化学気相成長法において使用する原料ガスの例は、珪素原子および炭素原子を含有する
有機ケイ素化合物である。このような有機ケイ素化合物の例は、ヘキサメチルジシロキサ
ン、１，１，３，３－テトラメチルジシロキサン、ビニルトリメチルシラン、メチルトリ
メチルシラン、ヘキサメチルジシラン、メチルシラン、ジメチルシラン、トリメチルシラ
ン、ジエチルシラン、プロピルシラン、フェニルシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビ
ニルトリメトキシシラン、テトラメトキシシラン、テトラエトキシシラン、フェニルトリ
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メトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、オクタメチルシクロテトラシロキサンであ
る。これらの有機ケイ素化合物の中でも、化合物の取り扱い性および得られる無機薄膜層
のガスバリア性等の特性の観点から、ヘキサメチルジシロキサン、１，１，３，３－テト
ラメチルジシロキサンが好ましい。原料ガスとして、これらの有機ケイ素化合物の１種を
単独で使用してもよいし、２種以上を組合せて使用してもよい。
【００７５】
　また、上記原料ガスに対して、上記原料ガスと反応して酸化物、窒化物等の無機化合物
を形成可能とする反応ガスを適宜選択して混合することができる。酸化物を形成するため
の反応ガスとしては、例えば、酸素、オゾンを用いることができる。また、窒化物を形成
するための反応ガスとしては、例えば、窒素、アンモニアを用いることができる。これら
の反応ガスは、１種を単独でまたは２種以上を組合せて使用することができ、例えば酸窒
化物を形成する場合には、酸化物を形成するための反応ガスと窒化物を形成するための反
応ガスとを組合せて使用することができる。原料ガスと反応ガスの流量比は、成膜する無
機材料の原子比に応じて適宜調節できる。
【００７６】
　上記原料ガスを真空チャンバー内に供給するために、必要に応じて、キャリアガスを用
いてもよい。さらに、プラズマ放電を発生させるために、必要に応じて、放電用ガスを用
いてもよい。このようなキャリアガスおよび放電用ガスとしては、適宜公知のものを使用
することができ、例えば、ヘリウム、アルゴン、ネオン、キセノン等の希ガス；水素を用
いることができる。
【００７７】
　また、真空チャンバー内の圧力（真空度）は、原料ガスの種類等に応じて適宜調整する
ことができるが、０．５～５０Ｐａの範囲とすることが好ましい。
【００７８】
（基材層）
　本発明のガスバリア性フィルムは、可撓性基材を少なくとも含む基材層を有する。可撓
性基材は、無機薄膜層を保持することができる可撓性の基材である。可撓性基材としては
、樹脂成分として少なくとも１種の樹脂を含む樹脂フィルムを用いることができる。可撓
性基材は透明な樹脂基材であることが好ましい。
【００７９】
　可撓性基材において用い得る樹脂としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（Ｐ
ＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）等のポリエステル樹脂；ポリエチレン（Ｐ
Ｅ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、環状ポリオレフィン等のポリオレフィン樹脂；ポリアミ
ド樹脂；ポリカーボネート樹脂；ポリスチレン樹脂；ポリビニルアルコール樹脂；エチレ
ン－酢酸ビニル共重合体のケン化物；ポリアクリロニトリル樹脂；アセタール樹脂；ポリ
イミド樹脂；ポリエーテルサルファイド（ＰＥＳ）が挙げられる。可撓性基材として、上
記樹脂の１種を使用してもよいし、２種以上の樹脂を組合せて使用してもよい。これらの
中でも、透明性、耐熱性、線膨張性等の特性を高めやすい観点から、ポリエステル樹脂お
よびポリオレフィン樹脂からなる群から選択される樹脂を用いることが好ましく、ＰＥＴ
、ＰＥＮおよび環状ポリオレフィンからなる群から選択される樹脂を用いることがより好
ましい。
【００８０】
　可撓性基材は、未延伸の樹脂基材であってもよいし、未延伸の樹脂基材を一軸延伸、テ
ンター式逐次二軸延伸、テンター式同時二軸延伸、チューブラー式同時二軸延伸などの公
知の方法により、樹脂基材の流れ方向（ＭＤ方向）、および／または、樹脂基材の流れ方
向と直角方向（ＴＤ方向）に延伸した延伸樹脂基材であってもよい。可撓性基材は、上述
した樹脂の層を２層以上積層した積層体であってもよい。
【００８１】
　可撓性基材の厚みは、ガスバリア性フィルムを製造する際の安定性等を考慮して適宜設
定してよいが、真空中における可撓性基材の搬送を容易にし易い観点から、５～５００μ
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ｍであることが好ましい。さらに、上記プラズマＣＶＤ法により無機薄膜層を形成する場
合、可撓性基材の厚みは１０～２００μｍであることがより好ましく、１５～１００μｍ
であることがさらに好ましい。ここで、可撓性基材の厚みは、ダイヤルゲージや干渉式厚
み計により測定される。
【００８２】
　可撓性基材は、λ／４位相差フィルム、λ／２位相差フィルムなどの、面内における直
交２成分の屈折率が互いに異なる位相差フィルムであってもよい。位相差フィルムの材料
としては、セルロース系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリエ
ステル系樹脂、アクリル系樹脂、ポリサルフォン系樹脂、ポリエーテルサルフォン系樹脂
、環状オレフィン系樹脂、液晶化合物の配向固化層などを例示することができる。中でも
ポリカーボネート系樹脂フィルムが、コスト的に安価で均一なフィルムが入手可能である
ため好ましく用いられる。製膜方法としては、溶剤キャスト法やフィルムの残留応力を小
さくできる精密押出法などを用いることができるが、均一性の点で溶剤キャスト法が好ま
しく用いられる。延伸方法は、特に制限なく、均一な光学特性が得られるロール間縦一軸
延伸、テンター横一軸延伸などを適用できる。
【００８３】
　可撓性基材がλ／４位相差フィルムである場合の波長５５０ｎｍでの面内位相差Ｒｅ（
５５０）は、１００～１８０ｎｍであることができ、好ましくは１１０～１７０ｎｍであ
り、さらに好ましくは１２０～１６０ｎｍである。
【００８４】
　可撓性基材がλ／２位相差フィルムである場合の波長５５０ｎｍでの面内位相差Ｒｅ（
５５０）は、２２０～３２０ｎｍであることができ、好ましくは２４０～３００ｎｍであ
り、さらに好ましくは２５０～２８０ｎｍである。
【００８５】
　可撓性基材が位相差フィルムである場合に、位相差値が測定光の波長に応じて大きくな
る逆波長分散性を示してもよく、位相差値が測定光の波長に応じて小さくなる正の波長分
散特性を示してもよく、位相差値が測定光の波長によってもほとんど変化しないフラット
な波長分散特性を示してもよい。
【００８６】
　可撓性基材が逆波長分散性を示す位相差フィルムである場合、可撓性基材の波長λでの
位相差をＲｅ（λ）と表記したときに、可撓性基材は、Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）
＜１およびＲｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）＞１を満たすことができる。
【００８７】
　可撓性基材は、光を透過させたり吸収させたりすることができるという観点から、無色
透明であることが好ましい。より具体的には、全光線透過率が８０％以上であることが好
ましく、８５％以上であることがより好ましい。また、曇価（ヘイズ）が５％以下である
ことが好ましく、３％以下であることがより好ましく、１％以下であることがさらに好ま
しい。
【００８８】
　可撓性基材は、有機デバイスやエネルギーデバイスの基材に使用することかできるとい
う観点から、絶縁性であることが好ましく、電気抵抗率が１０６Ωｃｍ以上であることが
好ましい。
【００８９】
　可撓性基材の表面には、無機薄膜層等との密着性の観点から、その表面を清浄するため
の表面活性処理を施してもよい。このような表面活性処理としては、例えば、コロナ処理
、プラズマ処理、フレーム処理が挙げられる。
【００９０】
　本発明のガスバリア性フィルムにおいて、基材層は、上記可撓性基材の他に、プライマ
リー層、易接着層、カール調整層、応力緩和層、耐熱層等を有していてよい。そのため、
本発明においては、可撓性基材と、上記のようなプライマリー層等とが積層された部分を
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合わせて基材層とする。言い換えると、本発明のガスバリア性フィルムにおいては、基材
層に含まれる可撓性基材と、アンダーコート層が必ずしも隣接している必要はなく、可撓
性基材とアンダーコート層の間に、上記のようなプライマリー層等が積層されていてもよ
い。
【００９１】
（層構成）
　本発明のガスバリア性フィルムの層構成は、基材層、アンダーコート層、および、無機
薄膜層をこの順に少なくとも有する限り特に限定されない。具体的には、基材層／アンダ
ーコート層／無機薄膜層（図１に示される構成）の３層構成であってもよいし、無機薄膜
層／基材層／アンダーコート層／無機薄膜層（図２に示される構成）、アンダーコート層
／基材層／アンダーコート層／無機薄膜層（図３に示される構成）、基材層／アンダーコ
ート層／無機薄膜層／アンダーコート層などの４層構成であってもよいし、無機薄膜層／
アンダーコート層／基材層／アンダーコート層／無機薄膜層（図４に示される構成）、ア
ンダーコート層／無機薄膜層／基材層／アンダーコート層／無機薄膜層、アンダーコート
層／無機薄膜層／基材層／アンダーコート層／無機薄膜層／アンダーコート層などの５層
以上の構成であってもよい。なお、本発明のガスバリアフィルムの層構成における各層は
、単層であってもよいし多層であってもよい。また、本発明のガスバリアフィルムの層構
成に２以上の基材層が含まれる場合、該２以上の基材層は同一の層であってもよいし、互
いに異なる層であってもよい。２以上のアンダーコート層、または、２以上の無機薄膜層
が含まれる場合についても同様である。上記に記載した層以外に、さらなる層を有してい
てもよい。さらなる層としては、例えば易滑層、ハードコート層、透明導電膜層やカラー
フィルター層などが挙げられる。なお、上記に述べたように、アンダーコート層は、平坦
化層としての機能を有する層であってもよいし、アンチブロッキング層としての機能を有
する層であってもよいし、これらの両方の機能を有する層であってもよい。したがって、
アンダーコート層は、例えばアンチブロッキング層または平坦化層と言い換えることがで
きる。上記層構成の例に示されるように、本発明のガスバリア性フィルムは、例えばアン
ダーコート層（第１のアンダーコート層）／基材層／アンダーコート層（第２のアンダー
コート層）／無機薄膜層のような層構成を有してもよい。この場合、第１のアンダーコー
ト層は、ガスバリア性フィルムの最表面に存在する層である。上記層構成の例からも明ら
かなように、本明細書において、アンダーコート層とは、いずれかの層の下に存在する層
であることを意味するものではなく、例えばアンチブロッキング層または平坦化層と言い
換えられるような層である。
【００９２】
（第１実施形態）
　本発明のガスバリア性フィルムは、好ましい第１実施形態において、基材層／アンダー
コート層／無機薄膜層の層構成（図１に示される構成）を少なくとも有する。本実施形態
において、アンダーコート層は平坦化層としての機能を有する層であってもよいし、アン
チブロッキング層としての機能を有する層であってもよいが、平坦化層としての機能を有
する層であることが好ましい。
【００９３】
（第２実施形態）
　本発明のガスバリア性フィルムは、好ましい第２実施形態において、無機薄膜層Ａ／基
材層／アンダーコート層／無機薄膜層Ｂの層構成（図２に示される構成）を少なくとも有
する。本実施形態において、アンダーコート層は平坦化層としての機能を有する層であっ
てもよいし、アンチブロッキング層としての機能を有する層であってもよいが、平坦化層
としての機能を有する層であることが好ましい。本実施形態においては、ガスバリア性フ
ィルムが少なくとも２つの無機薄膜層を有するため、これらを無機薄膜層Ａおよび無機薄
膜層Ｂと称する。無機薄膜層Ａおよび無機薄膜層Ｂは、上記に述べたとおり、互いに同一
の層であってもよいし、組成や層数等において互いに異なる層であってもよい。
【００９４】
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（第３実施形態）
　本発明のガスバリア性フィルムは、好ましい第３実施形態において、アンダーコート層
Ａ／基材層／アンダーコート層Ｂ／無機薄膜層の層構成（図３に示される構成）を少なく
とも有する。本実施形態においては、ガスバリア性フィルムが少なくとも２つのアンダー
コート層を有するため、これらをアンダーコート層Ａおよびアンダーコート層Ｂと称する
。本実施形態において、アンダーコート層Ａおよびアンダーコート層Ｂは、上記に述べた
とおり、互いに同一の層であってもよいし、組成、機能、層数等において互いに異なる層
であってもよい。本実施形態において、アンダーコート層Ａおよびアンダーコート層Ｂは
それぞれ、平坦化層としての機能を有する層であってもよいし、アンチブロッキング層と
しての機能を有する層であってもよいが、アンダーコート層Ａがアンチブロッキング層と
しての機能を有する層であり、アンダーコート層Ｂが平坦化層としての機能を有する層で
あることが好ましい。このような層構成を有する場合、ガスバリア性フィルムを製造時に
巻取りを行う場合や、必要に応じて裁断したフィルムを重ねる場合に、バリアフィルムへ
のダメージが少なくなる。
【００９５】
（第４実施形態）
　本発明のガスバリア性フィルムは、好ましい第４実施形態において、無機薄膜層Ａ／ア
ンダーコート層Ａ／基材層／アンダーコート層Ｂ／無機薄膜層Ｂの層構成（図４に示され
る構成）を少なくとも有する。本実施形態において、アンダーコート層Ａおよびアンダー
コート層Ｂは、上記に述べたとおり、互いに同一の層であってもよいし、組成、機能、層
数等において互いに異なる層であってもよい。また、無機薄膜層Ａおよび無機薄膜層Ｂは
、上記に述べたとおり、互いに同一の層であってもよいし、組成や層数等において互いに
異なる層であってもよい。本実施形態において、アンダーコート層Ａおよびアンダーコー
ト層Ｂはそれぞれ、平坦化層としての機能を有する層であってもよいし、アンチブロッキ
ング層としての機能を有する層であってもよいが、アンダーコート層Ａがアンチブロッキ
ング層としての機能を有する層であり、アンダーコート層Ｂが平坦化層としての機能を有
する層であることが好ましい。このような層構成を有する場合、フィルムのバリア性と搬
送性を両立することができる。
【００９６】
　本発明のガスバリア性フィルムは、基材層、アンダーコート層および無機薄膜層を別々
に製造し貼り合わせる方法や、基材層上にアンダーコート層を形成させた後、さらに無機
薄膜層を形成させる方法などにより製造することができる。無機薄膜層の緻密性を高めや
すく、微細な空隙やクラック等の欠陥を低減しやすい観点からは、上記のように、可撓性
基材または可撓性基材の表面に積層されたアンダーコート層上に、グロー放電プラズマを
用いて、ＣＶＤ法等の公知の真空成膜手法で前記薄膜層を形成させて製造することが好ま
しい。このようにして得た積層フィルムに、公知の方法でさらなるアンダーコート層を形
成させてもよい。無機薄膜層は、連続的な成膜プロセスで形成させることが好ましく、例
えば、長尺の基材を連続的に搬送しながら、その上に連続的に薄膜層を形成させることが
より好ましい。具体的には、アンダーコート層を形成させた可撓性基材を送り出しロール
から巻き取りロールへ搬送しながら無機薄膜層を形成させてよい。その後、送り出しロー
ルおよび巻き取りロールを反転させて、逆向きに基材を搬送させることで、さらに上から
無機薄膜層を形成させてもよい。
【００９７】
　本発明のガスバリア性フィルムは、無機薄膜層上に珪素化合物を含有する塗布液を塗布
し、得られた塗膜に改質処理を施して形成される保護薄膜層を有していてもよい。
【００９８】
　前記保護薄膜層を形成するにあたって、珪素化合物としては、ポリシロキサン化合物、
ポリシラザン化合物、ポリシラン化合物、またはそれらの混合物等が好ましい。特に水添
シルセスキオキサン、ペルヒドロポリシラザン等の無機珪素化合物が好ましい。ペルヒド
ロポリシラザンとしては、例えばメルクパフォーマンスマテリアルズ社のＡＺ無機シラザ
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ンコーティング材（ＮＡＸシリーズ、ＮＬシリーズ、ＮＮシリーズ）等が挙げられる。
【００９９】
　前記保護薄膜層を形成するにあたって、珪素化合物を含有する塗布液を塗布する方法の
例としては、従来用いられる種々の塗布方法、例えば、スプレー塗布、スピン塗布、バー
コート、カーテンコート、浸漬法、エアーナイフ法、スライド塗布、ホッパー塗布、リバ
ースロール塗布、グラビア塗布、エクストリュージョン塗布等の方法が挙げられる。
【０１００】
　前記保護薄膜層の厚みは、適宜目的に応じて設定されるが、例えば１０ｎｍ～１０μｍ
、より好ましくは１００ｎｍ～１μｍの範囲で形成される。また、保護薄膜層は平坦であ
る方が好ましく、白色干渉顕微鏡で観察して得られる平均面粗さが、好ましくは５０ｎｍ
以下、より好ましくは１０ｎｍ以下である。
【０１０１】
　前記保護薄膜層を形成するにあたって、一回の塗布で所望の膜厚に調整することもでき
るし、複数回塗布し所望の膜厚に調整することもできる。複数回塗布する場合には、一回
の塗布ごとに改質処理を実施するのが好ましい。
【０１０２】
　前記保護薄膜層を形成するにあたって、塗膜の改質処理の方法としては、加熱処理、湿
熱処理、プラズマ処理、紫外線照射処理、エキシマ照射処理（真空紫外線照射処理）、電
子線照射処理、イオン注入処理等が挙げられる。塗膜の表面および／または内部を、低温
で効率的に酸化珪素や酸化窒化珪素へ改質する観点から、エキシマ照射処理やイオン注入
処理等が好ましい。
【０１０３】
　本発明のガスバリア性フィルムは、優れたガスバリア性を有する。本発明のガスバリア
性フィルムは、ガスバリア性を必要とする、食品、工業用品、医薬品などの包装用途とし
て用いることができる。また、本発明は、本発明のガスバリア性フィルムを有するフレキ
シブル電子デバイスも提供する。本発明のガスバリア性フィルムは、より高いガスバリア
性が要求される液晶表示素子、太陽電池、有機ＥＬディスプレイ、有機ＥＬマイクロディ
スプレイ、有機ＥＬ照明および電子ペーパー等のフレキシブル電子デバイス（例えばフレ
キシブルディスプレイ）のフレキシブル基板としても用いることができる。本発明のガス
バリア性フィルムを電子デバイスのフレキシブル基板として用いる場合、本発明のガスバ
リア性フィルム上に直接素子を形成してもよいし、別の基板上に素子を形成させた後で、
本発明のガスバリア性フィルムを接着層や粘着層を介して上から重ね合せてもよい。
【実施例】
【０１０４】
　以下、実施例および比較例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの実
施例に限定されるものではない。
【０１０５】
〔膜厚〕
　可撓性基材上に無機薄膜層、アンダーコート層を形成し、小坂研究所製サーフコーダＥ
Ｔ２００を用いて、無成膜部と成膜部の段差測定を行い、各層の膜厚（Ｔ）を求めた。
【０１０６】
〔ガスバリア性フィルムの水蒸気透過度〕
　水蒸気透過度は、温度２３℃、湿度５０％ＲＨの条件において、ISO/WD 15106-7（Anne
x C）に準拠してＣａ腐食試験法で測定した。
【０１０７】
〔ガスバリア性フィルムの無機薄膜層側の最表面の耐久回数Ｎ〕
　ガスバリア性フィルムのアンダーコート層上に積層された無機薄膜層側の最表面を、＃
００００番のスチールウールで５０ｇｆ／ｃｍ２の荷重をかけながら、６０ｒｐｍ／ｍｉ
ｎの速度で、片道距離３ｃｍ（往復距離６ｃｍ）の条件で摩擦させてスチールウール試験
を行い、アンダーコート層上に積層された無機薄膜層側の最表面を目視で観察し、傷が生
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じるまでの往復摩擦回数を測定し、耐久回数Ｎとした。
【０１０８】
〔ガスバリア性フィルムの表裏を重ねた時の動摩擦係数〕
　動摩擦係数の測定は、ＪＩＳ　Ｋ７１２５（重り：２０１ｇ、速度：１００ｍｍ／ｍｉ
ｍ）に基づいて行った。
【０１０９】
〔ガスバリア性フィルムの最表面の鉛筆硬度〕
　JIS　Ｋ５６００に準じて、鉛筆硬度試験機〔（株）安田精機製作所〕を用いて評価
した。
【０１１０】
〔ガスバリア性フィルムのフレキシビリティ性（耐屈曲回数）〕
　ユアサシステム機器（株）製のＤＬＤＭ１１１ＬＨのＵ字折り返し試験機を用いて、フ
レキシビリティ性の評価を実施した。具体的には、アンダーコート層上に積層された無機
薄膜層側を内側として、曲げ半径５ｍｍ、３０ｒｍｐ／ｍiｎの往復速度で測定を行い、
ガスバリア性フィルムにクラックが生じるまでの往復回数を測定し、耐屈曲回数とした。
なお、耐屈曲回数が多いほど、フレキシビリティ性に優れていると言える。
【０１１１】
〔ガスバリア性フィルムの光学特性〕
（全光線透過率）
　ガスバリア性フィルムの全光線透過率は、スガ試験機（株）製の直読ヘーズコンピュー
タ（型式ＨＧＭ－２ＤＰ）によって測定した。サンプルがない状態でバックグランド測定
を行った後、ガスバリア性フィルムをサンプルホルダーにセットして測定を行い、全光線
透過率を求めた。
【０１１２】
（ヘーズ）
　積層フィルムのヘーズは、スガ試験機（株）製の直読ヘーズコンピュータ（型式ＨＧＭ
－２ＤＰ）によって測定した。サンプルがない状態でバックグランド測定を行った後、積
層フィルムをサンプルホルダーにセットして測定を行い、ヘーズを求めた。
【０１１３】
（黄色度）
　積層フィルムの黄色度（ｂ＊）は、フィルム試料１枚をＡＳＴＭ　Ｅ３１３に従って、
分光測色計（ＣＭ３７００ｄ、コニカミノルタセンシング（株）製）を使用して測定した
。
【０１１４】
〔アンダーコート層における反応率〕
　コーティング剤の反応率は、各工程において塗液を塗布、乾燥後、硬化前後に塗膜表面
側からＡＴＲアタッチメント（ＰＩＫＥ　ＭＩＲａｃｌｅ）を備えたフーリエ変換型赤外
分光光度計（日本分光（株）製、ＦＴ／ＩＲ－４６０Ｐｌｕｓ）によって測定し、カルボ
ニル基Ｃ＝Ｏ由来のピーク（１，７００ｃｍ－１）とアクリレート基Ｃ＝Ｃ－Ｃ＝Ｏ由来
のピーク（１，４００ｃｍ－１）の面積比を算出した。
反応率［％］＝［１－（Ｓａ１，４００／Ｓａ１，７００）／（Ｓｂ１，４００／Ｓｂ１
，７００）
【０１１５】
〔アンダーコート層におけるＩｂ／Ｉａ〕
　アンダーコート層の赤外吸収測定は、プリズムにゲルマニウム結晶を用いたＡＴＲアタ
ッチメント（ＰＩＫＥ　ＭＩＲａｃｌｅ）を備えたフーリエ変換型赤外分光光度計（日本
分光（株）製、ＦＴ／ＩＲ－４６０Ｐｌｕｓ）によって測定することができる。
【０１１６】
〔無機薄膜層表面のＸ線光電子分光測定〕
　ガスバリア性フィルムの無機薄膜層表面の原子数比は、Ｘ線光電子分光法（ＵＬＶＡＣ
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　ＰＨＩ（株）製、ＱｕａｎｔｅｒａＳＸＭ）によって測定した。Ｘ線源としてはＡｌＫ
α線（１４８６．６ｅＶ、Ｘ線スポット１００μｍ）を用い、また、測定時の帯電補正の
ために、中和電子銃（１ｅＶ）、低速Ａｒイオン銃（１０Ｖ）を使用した。測定後の解析
は、ＭｕｌｔｉＰａｋ　Ｖ６．１Ａ（アルバック・ファイ（株））を用いてスペクトル解
析を行い、測定したワイドスキャンスペクトルから得られるＳｉの２ｐ、Ｏの１ｓ、Ｎの
１ｓ、およびＣの１ｓそれぞれのバインディングエネルギーに相当するピークを用いて、
Ｓｉに対するＣの表面原子数比を算出した。表面原子数比としては、５回測定した値の平
均値を採用した。
【０１１７】
〔無機薄膜層表面の赤外分光測定（ＡＴＲ法）〕
　ガスバリア性フィルムの無機薄膜層表面の赤外分光測定は、プリズムにゲルマニウム結
晶を用いたＡＴＲアタッチメント（ＰＩＫＥ　ＭＩＲａｃｌｅ）を備えたフーリエ変換型
赤外分光光度計（日本分光（株）製、ＦＴ／ＩＲ－４６０Ｐｌｕｓ）によって測定した。
【０１１８】
〔無機薄膜層の製造方法〕
　図５に示す製造装置を用いて基材層上、または基材層上に積層されたアンダーコート層
上に無機薄膜層を積層させた。具体的には、図５に示すように、アンダーコート層を有す
る樹脂フィルム基材を送り出しロ－ル５に装着し、真空チャンバー内を１×１０－３Ｐａ
以下にした後、樹脂フィルム基材上に無機薄膜層の成膜を行った。無機薄膜層を形成させ
るために用いるプラズマＣＶＤ装置においては、一対のロール状電極表面にそれぞれ樹脂
フィルム基材を密接させながら搬送させ、一対の電極間でプラズマを発生させて、原料を
プラズマ中で分解させて樹脂フィルム基材上に無機薄膜層を形成させる。前記の一対の電
極は、磁束密度が電極および樹脂フィルム基材表面で高くなるように電極内部に磁石が配
置されており、プラズマ発生時に電極及び樹脂フィルム基材上でプラズマが高密度に拘束
される。無機薄膜層の成膜にあたっては、成膜ゾーンとなる電極（成膜ロール７および成
膜ロール８）間の空間に向けてヘキサメチルジシロキサン（ＨＭＤＳＯ）ガス、酸素ガス
を導入し、電極ロール間に交流電力を供給し、放電してプラズマを発生させた。次いで、
真空チャンバー内の排気口周辺における圧力が１Ｐａになるように排気量を調節した後、
プラズマＣＶＤ法により樹脂フィルム基材上に緻密な無機薄膜層を形成した。
　〈成膜条件１〉
原料ガスの供給量：５０ｓｃｃｍ（Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｃｕｂｉｃ　Ｃｅｎｔｉｍｅｔｅ
ｒ　ｐｅｒ　Ｍｉｎｕｔｅ、０℃、１気圧基準）
酸素ガスの供給量：５００ｓｃｃｍ
真空チャンバー内の真空度：１Ｐａ
プラズマ発生用電源からの印加電力：０．４ｋＷ
プラズマ発生用電源の周波数：７０ｋＨｚ
フィルムの搬送速度；３．０ｍ／ｍｉｎ
パス回数：２８回
【０１１９】
〔信頼性試験後の密着性〕
　信頼性試験後のガスバリア性フィルムを測定試料とし、ＡＳＴＭ Ｄ３３５９に従い、
密着性の測定を行った。具体的には、５ｃｍ×５ｃｍのガスバリア性フィルムを６０℃、
湿度９０％の環境下に２５０時間の条件で放置して信頼性試験を行い、試験後のフィルム
について、次の条件でクロスカット試験を行い、密着性を評価した。クロスカット試験は
、清浄なガラス基板上に、ガスバリア性フィルムのアンダーコート層上に積層された無機
薄膜層側の表面がガラス基板とは反対側となる様にガスバリア性フィルムを設置し、カッ
ターガイドとカッターナイフを用いて、アンダーコート層上に積層された無機薄膜層に基
材層に達する１０本×１０本（１００マス）の切り傷をつける。切り傷による格子部（ク
ロスカット部）にテープ（ニチバン（株）製、セロテープ（登録商標）、ＣＴ－１２Ｍ）
を格子部＋２０ｍｍの範囲にわたり気泡等が入らない様、平らに貼り付ける。貼り付けた
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テープを６０°の角度で０．５～１秒の間に剥がし、格子部の状態を顕微鏡（例えば、（
株）ハイロックス製、ＤＩＧＩＴＡＬ ＭＩＣＲＯＳＣＯＰＥ ＫＨ７７００）を用いて観
察し、剥離されず残ったマスの数を数えた。剥離されず残ったマスの数が多いほど、密着
性が高いといえる。
【０１２０】
〔コーティング組成物の調製〕
　後述する実施例および比較例において、アンダーコート層を形成するために使用した重
合性官能基を有する光硬化性化合物を含む組成物（以下において「コーティング剤組成物
」と称する）を使用した。
【０１２１】
（コーティング剤組成物１）
　日本化工塗料（株）製、ＴＯＭＡＸ　ＦＡ－３２９２をコーティング組成物１として使
用した。コーティング組成物１は、溶剤として酢酸エチルを８．１重量％、プロピレング
リコールモノメチルエーテルを５２．１重量％、固形分としてＵＶ硬化オリゴマーを１０
－２０重量％、シリカを２０－３０重量％、添加剤として光開始剤を含有する組成物であ
る。
【０１２２】
（コーティング剤組成物２）
　東亞合成（株）製のアロニックスＵＶ－３７０１をコーティング組成物２として使用し
た。コーティング組成物２は、特殊アクリル酸エステル類を約８０重量％、Ｎ-ビニル-２
-ヒロリドンを１７～１８重量％、添加剤として、それぞれ約２％のレべリング剤および
光開始剤を含有する組成物である。
【０１２３】
〔実施例１〕
　可撓性基材であるシクロオレフィンポリマーフィルム（ＣＯＰフィルム、厚み：５０μ
ｍ、幅：３５０ｍｍ、日本ゼオン（株）製、商品名「ゼオノアフィルム（登録商標）、Ｚ
Ｆ－１６」）の片面にコーティング剤組成物１（日本化工塗料（株）、ＴＯＭＡＸ　ＦＡ
－３２９２）をグラビアコーティング法にて塗布し、１００℃で１分乾燥させた後、高圧
水銀ランプを用いて、積算光量５００ｍＪ／ｃｍ２の条件で紫外線照射し、反応率が８０
％であり、厚み１．５μｍの有機層Ａ１（アンダーコート）を積層させて、基材層となる
積層フィルムを得た。このようにして得た積層フィルムの有機層Ａ１側の表面に、上記無
機薄膜層の製造方法に従い、無機薄膜層を積層させ、ガスバリア性フィルム１を得た。
　実施例１で得たガスバリア性フィルムは、基材層／アンダーコート層（平坦化層）／無
機薄膜層の層構成を有するフィルムであり、表裏を重ねた時の最表面間の動摩擦係数は０
．３０であった。
【０１２４】
　得られたガスバリア性フィルムは、無機薄膜層の膜厚方向における９０％以上の領域に
おいて、原子数比が大きい方から酸素、珪素および炭素の順となっており、また膜厚方向
の炭素分布曲線の極値を１００以上有し、さらに炭素分布曲線における炭素の原子数比の
最大値および最小値の差の絶対値が５％以上であった。
【０１２５】
　また、ＸＰＳデプスプロファイル測定を行い、得られた珪素原子、酸素原子および炭素
原子の分布曲線から、それぞれの原子の厚み方向における平均原子濃度を求めた後、平均
原子数比Ｃ／ＳｉおよびＯ／Ｓｉを算出した結果、平均原子数比Ｃ／Ｓｉ＝０．３０、Ｏ
／Ｓｉ＝１．７３であった。また、無機薄膜層に含まれる珪素原子、酸素原子および炭素
原子の合計数に対する炭素原子の原子数比は、無機薄膜層の膜厚方向において連続的に変
化していた。
＜ＸＰＳデプスプロファイル測定＞
　エッチングイオン種：アルゴン（Ａｒ＋）
　エッチングレート（ＳｉＯ２熱酸化膜換算値）：０．０２７ｎｍ／ｓｅｃ
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　スパッタ時間：０．５ｍｉｎ
　Ｘ線光電子分光装置：アルバック・ファイ（株）製、機種名「Ｑｕａｎｔｅｒａ　ＳＸ
Ｍ」
　照射Ｘ線：単結晶分光ＡｌＫα（１，４８６．６ｅＶ）
　Ｘ線のスポットおよびそのサイズ：１００μｍ 
　検出器：Ｐａｓｓ　Ｅｎｅｒｇｙ　６９ｅＶ，Ｓｔｅｐ　ｓｉｚｅ　０．１２５ｅＶ
　帯電補正：中和電子銃（１ｅＶ）、低速Ａｒイオン銃（１０Ｖ）
【０１２６】
　得られたガスバリア性フィルムの無機薄膜層について、前記条件にて赤外分光測定を行
った。得られた赤外吸収スペクトルから、９５０～１，０５０ｃｍ－１に存在するピーク
強度（Ｉ１）と、１，２４０～１，２９０ｃｍ－１に存在するピーク強度（Ｉ２）との吸
収強度比（Ｉ２／Ｉ１）を求めると、Ｉ２／Ｉ１＝０．０３であった。また、９５０～１
，０５０ｃｍ－１に存在するピーク強度（Ｉ１）と、７７０～８３０ｃｍ－１に存在する
ピーク強度（Ｉ３）との吸収強度比（Ｉ３／Ｉ１）を求めると、Ｉ３／Ｉ１＝０．３６で
あった。また、７７０～８３０ｃｍ－１に存在するピーク強度（Ｉ３）と、８７０～９１
０ｃｍ－１に存在するピーク強度（Ｉ４）との吸収強度比（Ｉ４／Ｉ３）を求めると、Ｉ

４／Ｉ３＝０．８４であった。
【０１２７】
　得られたガスバリア性フィルムの基材層の厚みは５２μｍ、アンダーコート層の厚みは
１．５μｍ、無機薄膜層の厚みは０．５μｍであった。
【０１２８】
〔実施例２〕
　実施例１において、コーティング剤組成物１（日本化工塗料（株）、ＴＯＭＡＸ　ＦＡ
－３２９２）に積算光量８００ｍＪ／ｃｍ２の条件で紫外線照射し、反応率が９０％であ
ったこと以外は実施例１と同様にして、ガスバリア性フィルム２を得た。
　実施例２で得たガスバリア性フィルムは、基材層／アンダーコート層（平坦化層）／無
機薄膜層の層構成を有するフィルムであり、表裏を重ねた時の最表面間の動摩擦係数は０
．２５であった。
【０１２９】
〔実施例３〕
　実施例１において、コーティング剤組成物１（日本化工塗料（株）、ＴＯＭＡＸ　ＦＡ
－３２９２）に積算光量３５０ｍＪ／ｃｍ２の条件で紫外線照射し、反応率が７５％であ
ったこと以外は実施例１と同様にして、基材層となる積層フィルムを得た。このようにし
て得た積層フィルムの有機層Ａ１側とコーティングしていない面（基材面）に、上記無機
薄膜層の製造方法に従い、無機薄膜層を積層させ、ガスバリア性フィルム３を得た。
　実施例３で得たガスバリア性フィルムは、無機薄膜層／基材層／アンダーコート層（平
坦化層）／無機薄膜層の層構成を有するフィルムであり、表裏を重ねた時の最表面間の動
摩擦係数は０．３５であった。
【０１３０】
〔比較例１〕
　可撓性基材であるシクロオレフィンポリマーフィルム（ＣＯＰフィルム、厚み：５０μ
ｍ、幅：３５０ｍｍ、日本ゼオン（株）製、商品名「ゼオノアフィルム（登録商標）、Ｚ
Ｆ－１６」）の片面にコーティング剤組成物２（東亜合成（株）、アロニックスＵＶ３７
０１）をグラビアコーティング法にて塗布し、１００℃で1分乾燥させた後、高圧水銀ラ
ンプを用いて、積算光量３００ｍＪ／ｃｍ２の条件で紫外線照射し、反応率が８０％であ
り、厚み１．５μｍの有機層Ａ２（平坦化層）を積層させ、基材層となる積層フィルムを
得た。このようにして得た積層フィルムの有機層Ａ２側の表面とコーティングしていない
面（基材面）に、上記無機薄膜層の製造方法に従い、無機薄膜層を積層させ、ガスバリア
性フィルム４を得た。
　比較例１で得たガスバリア性フィルムは、無機薄膜層／基材層／アンダーコート層（平
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坦化層）／無機薄膜層の層構成を有するフィルムであり、表裏を重ねた時の最表面間の動
摩擦係数は０．６０であった。
【０１３１】
〔比較例２〕
　比較例１において、コーティング剤組成物２（東亜合成（株）、アロニックスＵＶ３７
０１）に積算光量１５０ｍＪ／ｃｍ２の条件で紫外線照射し、反応率が５０％であったこ
と以外は比較例１と同様にして、ガスバリア性フィルム５を得た。
　比較例２で得たガスバリア性フィルムは、無機薄膜層／基材層／アンダーコート層（平
坦化層）／無機薄膜層の層構成を有するフィルムでああり、表裏を重ねた時の最表面間の
動摩擦係数は０．８０であった。
【０１３２】
　上記のようにして得た実施例および比較例のガスバリア性フィルムについて、上記測定
方法に従い、水蒸気透過度、耐久回数Ｎ、鉛筆硬度およびフレキシビリティ性を測定した
。また、アンダーコート層におけるＩｂ／Ｉａも測定した。得られた結果を表１に示す。
なお、表１中のＵＣ側とは、ガスバリア性フィルムの最表面のうち、基材層に対しアンダ
ーコート層を積層させた側の表面を意味し、反対側とは基材層に対しアンダーコート層を
積層させた側と反対側の表面を意味する。
【０１３３】
【表１】

【０１３４】
　上記実施例および比較例で得たガスバリア性フィルムについて、上記測定方法に従い、
光学特性を測定した。また、上記方法に従い、信頼性試験を行い、試験後フィルムについ
て密着性および光学特性を測定した。得られた結果を表２に示す。
【０１３５】

【表２】

【符号の説明】
【０１３６】
　　１　ガスバリア性フィルム
　　２　基材層
　　３　アンダーコート層
　　４　無機薄膜層
　　５　送り出しロール
　　６　搬送ロール
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　　７　成膜ロール
　　８　成膜ロール
　　９　ガス供給管
　　１０　プラズマ発生用電源
　　１１　磁場発生装置
　　１２　巻取りロール
　　１３　フィルム

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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